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令和６年度富山県企業局職員の給与等の状況 

１ 給与等の状況 

（１）電気事業 

１） 職員給与費の状況（決算） 

区 分 

総 費 用 

 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

 

B 

総費用に占める 

職員給与費比率 

B／A 

（参考） 

Ｒ5 年度の総費用に占め

る職員給与費比率 

R6 年度 
千円 

4,815,980 

千円 

△485,722 

千円 

612,783 

％ 

12.7 

％ 

12.5 

 

区 分 

職 員 数 

 

A 

給     与     費 一人当たり

給与費 

B／A 

 (参考） 

県平均 1 人 

当たり給与費 
給 料 職員手当 期末・勤勉手当 

計   

B 

R6 年度 
人 

76 

千円 

315,390 

千円 

59,125 

千円 

128,253 

千円 

502,768 

千円 

6,615 

千円 

6,915 

（注）1 職員手当には退職給与金を含みません。 

2  職員数は、令和 7 年 3 月 31 日現在の人数です。 

3 職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及

び定年前再任用短時間勤務職員を含み、会計年度任用職員を含みません。 

 

２） 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和 7 年 4 月 1 日現在） 

区 分 平均年齢 基 本 給 平均月収額 

富山県企業局 

（電気事業） 
43 歳 05 月 352,377 円 554,644 円 

団体平均 46 歳 01 月 367,766 円 ５７９,４３４円 

     (注) 1 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

        2  会計年度任用職員を含みません。（団体平均年齢を除く） 

 

 ３） 職員の手当の状況 

  ア 期末手当・勤勉手当 

富 山 県 企 業 局 富 山 県 

１人当たり平均支給額（R6 年度） 

                 1,688 千円 

１人当たり平均支給額（R6 年度） 

             1,696 千円 

（R6 年度支給割合） （R6 年度支給割合） 

        期末手当 

2.50 月分 

(1.40)月分 

 

勤勉手当 

2.10 月

分 

(1.00)月分 

        期末手当 

2.50 月分 

(1.40)月分 

 

勤勉手当 

2.10 月

分 

(1.00)月分 

（加算措置の状況） 

職務上の段階による加算措置 

役職加算   5～20％ 

管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 

職務上の段階による加算措置 

役職加算   5～20％ 

管理職加算 15～25％ 

     （注） ( )内は、暫定再任用職員に係る支給割合です。 

     2  会計年度任用職員を含みません。 
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イ 退職手当（令和 7 年 4 月 1 日現在） 

富 山 県 企 業 局 富 山 県 

 

支給率 自己都合 定年 

勤続 20 年 19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続 25 年 28.0395 月分 33.27075 月分 

勤続 35 年 39.7575 月分 47.709  月分 

最高限度 47.709 月分 

(勤続 43 年以上) 

47.709  月分 

(勤続 35 年以上) 

その他の加算措置    定年前早期退職特例措置 

                  （3％～45％加算）  

            

              

 

           

                 

１人当たり平均支給額     12,865 千円 

 

支給率 自己都合 定年 

勤続 20 年 19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続 25 年 28.0395 月分 33.27075 月分 

勤続 35 年 39.7575 月分 47.709  月分 

最高限度 47.709 月分 

(勤続 43 年以上) 

47.709  月分 

(勤続 35 年以上) 

その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

               （3％～45％加算）           

 

    

             

 

                 自己都合  その他 

１人当たり平均支給額  3,061 千円 22,333 千円 

    (注) 1 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和 6 年度に退職した職員に支給された平均額です。 

      2 会計年度任用職員を含みません。 

 

ウ 地域手当（令和 7 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（R6 年度決算） 9,095 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（R6 年度決算） 121,272 円 

支給対象地域（職種） 支給率 支給対象職員数 
富山県の制度 

（支給率） 

東京都特別区 ― ― 20％ 

大阪市 ― ― 16％ 

名古屋市 ― ― 14％ 

富山市 3％ 75 人 3％ 

上記以外の県内市町村 0％ 6 人 0％ 

医師 ― ― 16％ 

総計・平均支給率 2.78％ 81 人 2.00％ 
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  エ 特殊勤務手当（令和 7 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（R6 年度決算） 3,574 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（R6 年度決算）                           66,190 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（R6 年度） 66.7％ 

手当の種類（手当数） 3 種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

(R6 年度決算) 
左記職員に対する支給単価 

危険作業手当 発電管理所等に勤

務する職員 

水車発電機等の

点検等、危険を

伴う業務等 

1,003 千円 

危険作業の内容により 

日額 620 円等 

夜間運転業務手当 発電制御所、発電

管理所に勤務する

交替勤務者 

夜間における業

務 2,558 千円 

交替勤務の種類により 

１回 950～1,180 円 

用地交渉業務手当 右の業務に従事す

る職員 

用地の取得等の

ための交渉業務 14 千円 
勤務時間内 日額 650 円 

勤務時間外 日額 1,000 円 

  

オ 時間外勤務手当 

支給実績（R6 年度決算）            27,248 千円 

職員１人当たり平均支給年額（R6 年度決算） 389 千円 

支給実績（R5 年度決算）            21,434 千円 

職員１人当たり平均支給年額（R5 年度決算） 315 千円 

（注）1 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

2 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の 

４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除

く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 

 

  カ その他の手当（令和 7 年 4 月 1 日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

富山県の

制度との

異同 

富山県の

制度と異

なる内容 

支給実績 

（R6 年度決算） 

支給職員１人

当たり平均 

支給年額 

（R６年度決算） 

扶養手当 (1) 扶養親族１人につき 

企業職給料表７級以下は 6,500

円(ただし、配偶者は 3,000 円)、

企業職給料表 8 級相当以上は

3,500 円(ただし、配偶者は支給

しない)ただし子は 11,500 円 

(2) 満 16 歳年度初めから満 22 歳年

度末までの間にある子 1 人につ

き、5,200 円を加算 

同   千円 

8,746 

 

円 

218,652 

住居手当 借家等  

(1) 家賃 23,000 円以下の場合 

   家賃－12,000 円 

(2) 家賃 23,000 円を超える場合 

   11,000 円＋（家賃－23,000 円）/2 

※最高限度額 28,000 円 

同   千円 

4,268 

 

円 

266,745 
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手当名 内容及び支給単価 

富山県の

制度との

異同 

富山県の

制度と異

なる内容 

支給実績 

（R6 年度決算） 

支給職員１人

当たり平均 

支給年額 

（R6 年度決算） 

通勤手当 (1) 交通機関利用職員 

   6 箇月定期券等の価額による一括

支給 

※全額支給限度額  

1 箇月当たり 150,000 円 

(2) 交通用具使用職員 

距離段階区分に応じ 

2,000～34,890 円 

(3) 駐車料金 

駐車料金－3,000 円 

   （上限 3,000 円） 

同   千円 

10,856 

円 

140,993 

管理職手当 

 

 

管理又は監督の地位にある職員に当

該職の区分に応じて 146,400 円以内

を支給 

同   千円 

9,208 

円 

837,055 

休日勤務手

当 

休日等において正規の勤務時間中に

勤務した職員に支給 

  1 時間当たりの給与額×1.35× 

時間数 

同   千円 

1,346 

円 

70,848 

夜間勤務手

当 

正規の勤務時間として午後 10 時から

翌日の午前 5 時までの間に勤務した

職員に支給 

  1 時間当たりの給与額×0.25× 

時間数 

同   千円 

5,165 

円 

322,828 

宿日直手当 宿日直勤務を命ぜられた職員が勤務

した場合に支給 

 庁舎・設備の保全等 6,800 円 

同   千円 

－ 

円 

－ 

管理職員特

別勤務手当 

 

(1) 管理職手当支給対象職員が臨時

又は緊急の必要等により週休日等

に勤務した場合に支給 

   6 時間以下 4,000～12,000 円 

   6 時間超  6,000～18,000 円 

(2) 管理職手当支給対象職員が災害

への対処等の臨時・緊急の必要に

よりやむを得ず平日深夜に勤務し

た場合に 2,000～6,000 円を支給 

同   千円 

－ 

円 

－ 

寒冷地手当 寒冷地に在勤する職員に 11 月から 3

月まで支給 

・世帯主である職員 

  扶養親族有  月額 19,800 円 

  扶養親族無  月額 11,400 円 

・その他の職員  月額  8,200 円 

同   千円 

140 

円 

70,000 
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（2）水道事業 

１） 職員給与費の状況（決算） 

区 分 

総 費 用 

 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

 

B 

総費用に占める 

職員給与費比率 

B／A 

（参考） 

Ｒ5 年度の総費用に占め

る職員給与費比率 

R6 年度 

千円 

1,462,951 

千円 

86,384 

千円 

259,024 

％ 

17.7 

％ 

16.5 

 

区 分 

職 員 数 

 

A 

給     与     費 一人当たり

給与費 

B／A 

 (参考） 

県平均 1 人 

当たり給与費 
給 料 職員手当 

期末・勤勉 

手当 

計  

 B 

R6 年度 
人 

31 

千円 

124,464 

千円 

14,390 

千円 

50,019 

千円 

188,873 

千円 

6,093 

千円 

6,915 

     （注）1  職員手当には退職給与金を含みません。 

2  職員数は、令和７年 3 月 31 日現在の人数です。 

3  職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及

び定年前再任用短時間勤務職員を含み、会計年度任用職員を含みません。 

  

 ２） 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和 7 年 4 月 1 日現在） 

区 分 平均年齢 基 本 給 平均月収額 

富山県企業局 

（水道事業） 
41 歳 01 月 338,372 円 507,724 円 

団体平均 44 歳 04 月 368,401 円 590,688 円 

     (注)1 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

2  会計年度任用職員を含みません。（団体平均年齢を除く） 

 

３） 職員の手当の状況 

  ア 期末手当・勤勉手当 

富 山 県 企 業 局 富 山 県 

１人当たり平均支給額（R6 年度） 

1,667 千円  

１人当たり平均支給額（R6 年度） 

        1,696 千円 

（R6 年度支給割合） （R6 年度支給割合） 

        期末手当 

2.50 月分 

(1.40)月分 

 

勤勉手当 

2.10 月分 

(1.00)月分 

        期末手当 

2.50 月分 

(1.40)月分 

 

勤勉手当 

2.10 月分 

(1.00)月分 

（加算措置の状況） 

職務上の段階による加算措置 

役職加算   5～20％ 

管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 

職務上の段階による加算措置 

役職加算   5～20％ 

管理職加算 15～25％ 

（注）1  ( )内は、暫定再任用職員に係る支給割合です。 

2 会計年度任用職員を含みません。 
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イ 退職手当（令和 7 年 4 月 1 日現在） 

富 山 県 企 業 局 富 山 県 

 

支給率 自己都合 定年 

勤続 20 年 19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続 25 年 28.0395 月分 33.27075 月分 

勤続 35 年 39.7575 月分 47.709  月分 

最高限度 47.709 月分 

(勤続 43 年以上) 

47.709  月分 

(勤続 35 年以上) 

その他の加算措置    定年前早期退職特例措置 

                  （3％～45％加算）  

            

            

       

 

１人当たり平均支給額   11,140 千円          

 

支給率 自己都合 定年 

勤続 20 年 19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続 25 年 28.0395 月分 33.27075 月分 

勤続 35 年 39.7575 月分 47.709  月分 

最高限度 47.709 月分 

(勤続 43 年以上) 

47.709  月分 

(勤続 35 年以上) 

その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

               （3％～45％加算）            

 

      

             

                自己都合 その他 

１人当たり平均支給額   3,061 千円 22,333 千

円 

 

    (注) 1 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和 6 年度に退職した職員に支給された平均額です。 

2 会計年度任用職員を含みません。 

 

ウ 地域手当（令和 7 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（R6 年度決算） 1,567 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（R6 年度決算） 142,469 円 

支給対象地域（職種） 支給率 支給対象職員数 
富山県の制度 

（支給率） 

東京都特別区 ― ― 20％ 

大阪市 ― ― 16％ 

名古屋市 ― ― 14％ 

富山市 3％ 11 人 3％ 

上記以外の県内市町村 0％ 23 人 0％ 

医師 ― ― 16％ 

総計・平均支給率 0.97％ 34 人 2.00％ 
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  エ 特殊勤務手当（令和 7 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（R6 年度決算）                       1,657 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（R6 年度決算）                           63,720 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（R6 年度）                              76.5％ 

手当の種類（手当数） 3 種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

(R6 年度決算) 
左記職員に対する支給単価 

危険作業手当 水道管理所等に勤

務する職員 

浄水機器等の点

検等、危険を伴

う業務等 

1,214 千円 

危険作業の内容により 

日額 620 円等 

夜間運転業務手当 水道管理所に勤務

する交替勤務者 

夜間における業

務 443 千円 
交替勤務の種類により 

１回 950 円～1,180 円 

用地交渉業務手当 右の業務に従事す

る職員 

用地の取得等の

ための交渉業務 －千円 
勤務時間内 日額 650 円 

勤務時間外 日額 1,000 円 

   

オ 時間外勤務手当 

支給実績（R6 年度決算） 2,010 千円 

職員１人当たり平均支給年額（R6 年度決算） 72 千円 

支給実績（R5 年度決算） 3,751 千円 

職員１人当たり平均支給年額（R5 年度決算） 
139 千

円 

（注）1 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

2 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の 

４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除

く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 

 

  カ その他の手当（令和 7 年 4 月 1 日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

富 山 県

の制度と

の異同 

富山県の

制度と異な

る内容 

支給実績 

（R6 年度決算） 

支給職員１人

当たり平均 

支給年額 

（R6 年度決算） 

扶養手当 (1)扶養親族１人につき 

企業職給料表７級以下は 6,500

円(ただし、配偶者は 3,000 円)、

企業職給料表 8 級相当以上は

3,500 円(ただし、配偶者は支給し

ない) 

ただし、子は 11,500 円 

(2)満 16 歳年度初めから満 22 歳年

度末までの間にある子 1 人につ

き、5,200 円を加算 

同   千円 

3,752 

円 

267,993 

住居手当 借家等  

(1) 家賃 23,000 円以下の場合 

  家賃－12,000 円 

(2) 家賃 23,000 円を超える場合 

  11,000 円＋（家賃－23,000 円）

/2 

※最高限度額 28,000 円 

同   千円 

1,503 

円 

300,600 



 8

手当名 内容及び支給単価 

富 山 県

の制度と

の異同 

富山県の

制度と異な

る内容 

支給実績 

（R6 年度決算） 

支給職員１人

当たり平均 

支給年額 

（R6 年度決算） 

通勤手当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 交通機関利用職員 

    6 箇月定期券等の価額による一

括支給 

※全額支給限度額  

1 箇月当たり 150,000 円 

(2) 交通用具使用職員 

距離段階区分に応じ 

2,000～34,890 円 

(3) 駐車料金 

   駐車料金－3,000 円 

   （上限 3,000 円） 

同   千円 

5,388 

円 

168,368 

管理職手当 

 

管理又は監督の地位にある職員に

当該職の区分に応じて 146,400 円以

内を支給 

同   千円 

4,720 

円 

786,600 

休日勤務手

当 

 

休日等において正規の勤務時間中

に勤務した職員に支給 

  1 時間当たりの給与額×1.35× 

時間数 

同   千円 

461 

円 

46,132 

夜間勤務手

当 

正規の勤務時間として午後 10 時か

ら翌日の午前 5 時までの間に勤務し

た職員に支給 

  1 時間当たりの給与額×0.25× 

時間数 

同   千円 

892 

円 

297,323 

宿日直手当 宿日直勤務を命ぜられた職員が勤

務した場合に支給 

 庁舎・設備の保全等 6,800 円 

同  

 

 

 千円 

－ 

円 

－ 

管理職員特

別勤務手当 

 

(1) 管理職手当支給対象職員が臨

時又は緊急の必要等により週休

日等に勤務した場合に支給 

   6 時間以下 4,000～12,000 円 

   6 時間超  6,000～18,000 円 

(2) 管理職手当支給対象職員が災

害への対処等の臨時・緊急の必

要によりやむを得ず平日深夜に

勤務した場合に 2,000～6,000 円

を支給 

同   千円 

－ 

円 

－ 

寒冷地手当 

 

 

 

 

寒冷地に在勤する職員に 11 月から

3 月まで支給 

・世帯主である職員 

  扶養親族有  月額 19,800 円 

  扶養親族無  月額 11,400 円 

・その他の職員  月額  8,200 円 

同   千円 

－ 

円 

－ 
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（3）工業用水道事業 

１） 職員給与費の状況（決算） 

区 分 

総 費 用 

 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

 

B 

総費用に占める 

職員給与費比率 

B／A 

（参考） 

R5 年度の総費用に占め

る職員給与費比率 

R6 年度 

千円 

1,845,502 

千円 

447,356 

千円 

151,180 

％ 

8.2 

％ 

8.4 

 

区 分 

職 員 数 

 

A 

給     与     費 一人当たり

給与費 

B／A 

 (参考） 

県平均 1 人 

当たり給与費 
給 料 職員手当 期末・勤勉手当 

計   

B 

 R6 年度 
人 

19 

千円 

71,097 

千円 

9,665 

千円 

28,816 

千円 

109,578 

千円 

5,767 

千円 

6,915 

（注）1 職員手当には退職給与金を含みません。 

         2 職員数は、令和 7 年 3 月 31 日現在の人数です。 

3 職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及

び定年前再任用短時間勤務職員を含み、会計年度任用職員を含みません。 

 

２） 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和 7 年 4 月 1 日現在） 

区 分 平均年齢 基 本 給 平均月収額 

富山県企業局 

（工業用水道事業） 
40 歳 07 月 335,400 円 505,026 円 

団体平均 45 歳 01 月 352,214 円 549,834 円 

     (注)1 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

2  会計年度任用職員を含みません。（団体平均年齢を除く） 

 

 ３） 職員の手当の状況 

  ア 期末手当・勤勉手当 

富 山 県 企 業 局 富 山 県 

１人当たり平均支給額（R6 年度） 

1,517 千円  

１人当たり平均支給額（R6 年度） 

        1,696 千円 

（R6 年度支給割合） （R6 年度支給割合） 

        期末手当 

2.50 月分 

(1.40)月分 

 

勤勉手当 

2.10 月分 

(1.00)月分 

        期末手当 

2.50 月分 

(1.40)月分 

 

勤勉手当 

2.10 月分 

(1.00)月分 

（加算措置の状況） 

職務上の段階による加算措置 

役職加算   5～20％ 

管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 

職務上の段階による加算措置 

役職加算   5～20％ 

管理職加算 15～25％ 

（注）1  ( )内は、暫定再任用職員に係る支給割合です。 

        2 会計年度任用職員を含みません。 
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イ 退職手当（令和 7 年 4 月 1 日現在）   

富 山 県 企 業 局 富 山 県 

 

支給率 自己都合 定年 

勤続 20 年 19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続 25 年 28.0395 月分 33.27075 月分 

勤続 35 年 39.7575 月分 47.709  月分 

最高限度 47.709 月分 

(勤続 43 年以上) 

47.709  月分 

(勤続 35 年以上) 

その他の加算措置    定年前早期退職特例措置 

                  （3％～45％加算）  

                                 

       

 

                     

１人当たり平均支給額      －千円          

 

支給率 自己都合 定年 

勤続 20 年 19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続 25 年 28.0395 月分 33.27075 月分 

勤続 35 年 39.7575 月分 47.709  月分 

最高限度 47.709 月分 

(勤続 43 年以上) 

47.709  月分 

(勤続 35 年以上) 

その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

               （3％～45％加算）            

 

         

             

                自己都合 その他 

１人当たり平均支給額 3,061 千円 22,333 千円 

 

    (注) 1 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和 6 年度に退職した職員に支給された平均額です。 

      2 会計年度任用職員を含みません。 

 

  ウ 地域手当（令和 7 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（R6 年度決算） 1,632 千円 

支給対象職員１人当たり平均支給年額（R6 年度決算） 108,804 円 

支給対象地域（職種） 支給率 支給対象職員数 
富山県の制度 

（支給率） 

東京都特別区 ― ― 20％ 

大阪市 ― ― 16％ 

名古屋市 ― ― 14％ 

富山市 3％ 15 人 3％ 

上記以外の県内市町村 0％ 4 人 0％ 

医師 ― ― 16％ 

総計・平均支給率 2.37％ 19 人 2.00％ 
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エ 特殊勤務手当（令和 7 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（R6 年度決算）                      142 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（R6 年度決算）                          14,197 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（R6 年度）                          52.6％ 

手当の種類（手当数） 3 種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

(R6 年度決算) 
左記職員に対する支給単価 

危険作業手当 水道管理所等に勤

務する職員 

浄水機器等の点

検等、危険を伴

う業務等 

134 千円 

危険作業の内容により 

日額 620 円等 

夜間運転業務手当 水道管理所に勤務

する交替勤務者 

夜間における業

務 
4 千円 

交替勤務の種類により 

１回 950 円～1,180 円 

用地交渉業務手当 右の業務に従事す

る職員 

用地の取得等の

ための交渉業務 
3 千円 

勤務時間内 日額 650 円 

勤務時間外 日額 1,000 円 

 

オ 時間外勤務手当 

支給実績（R6 年度決算） 
               2,996 千

円 

職員１人当たり平均支給年額（R6 年度決算） 187千円 

支給実績（R5 年度決算）               6,368 千円 

職員１人当たり平均支給年額（R5 年度決算） 455千円 

（注）1 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

2 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の 

４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除

く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 

 

  カ その他の手当（令和 7 年 4 月 1 日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

富 山 県

の制度と

の異同 

富山県の

制度と異な

る内容 

支給実績 

（R6 度決算） 

支給職員１人

当たり平均 

支給年額 

（R6 年度決算） 

扶養手当 (1)扶養親族１人につき 

企業職給料表７級以下は 6,500

円(ただし、配偶者は 3,000 円)、

企業職給料表 8 級相当以上は

3,500 円(ただし、配偶者は支給し

ない) 

ただし、子は 11,500 円 

(2)満 16 歳年度初めから満 22 歳年

度末までの間にある子 1 人につ

き、5,200 円を加算 

同   千円 

884 

円 

176,800 

住居手当 借家等  

(1) 家賃 23,000 円以下の場合 

  家賃－12,000 円 

(2) 家賃 23,000 円を超える場合 

  11,000 円＋（家賃－23,000 円）/2 

※最高限度額 28,000 円 

同    千円 

2,216 

円 

277,038 
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手当名 内容及び支給単価 

富 山 県

の制度と

の異同 

富山県の

制度と異な

る内容 

支給実績 

（R6 年度決算） 

支給職員１人

当たり平均 

支給年額 

（R6 年度決算） 

通勤手当 (1) 交通機関利用職員 

    6 箇月定期券等の価額による一

括支給 

※全額支給限度額  

1 箇月当たり 150,000 円 

(2) 交通用具使用職員 

   距離段階区分に応じ 

2,000～34,890 円 

(3) 駐車料金 

   駐車料金－3,000 円 

   （上限 3,000 円） 

同  

 

 

 

 

 

 

 

 

 千円 

1,652 

円 

118,012 

管理職手当 管理又は監督の地位にある職員に

当該職の区分に応じて 146,400 円以

内を支給 

同   千円 

2,658 

円 

886,000 

休日勤務手

当 

 

休日等において正規の勤務時間中

に勤務した職員に支給 

  1 時間当たりの給与額×1.35× 

時間数 

同   千円 

40 

円 

13,353 

夜間勤務手

当 

正規の勤務時間として午後 10 時か

ら翌日の午前 5 時までの間に勤務し

た職員に支給 

  1 時間当たりの給与額×0.25× 

時間数 

同   千円 

－ 

円 

－ 

宿日直手当 宿日直勤務を命ぜられた職員が勤

務した場合に支給 

 庁舎・設備の保全等 6,800 円 

同   千円 

－ 

円 

－ 

管理職員特

別勤務手当 

 

(1) 管理職手当支給対象職員が臨

時又は緊急の必要等により週休

日等に勤務した場合に支給 

   6 時間以下 4,000～12,000 円 

   6 時間超  6,000～18,000 円 

(2) 管理職手当支給対象職員が災

害への対処等の臨時・緊急の必

要によりやむを得ず平日深夜に

勤務した場合に 2,000 円～6,000

円を支給 

同   千円 

－ 

円 

－ 

寒冷地手当 

 

 

 

 

寒冷地に在勤する職員に 11 月から

3 月まで支給 

・世帯主である職員 

  扶養親族有  月額 19,800 円 

  扶養親族無  月額 11,400 円 

・その他の職員  月額  8,200 円 

同   千円 

－ 

円 

－ 

 

 

（4）地域開発事業（駐車場事業） 

     対象となる職員が少なく、個人の情報が特定されるため、個人情報保護の観点から非公表とします。 


